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（年月日・住所・氏名をご記入と捺印をいただき、収入印紙を貼付し割印をした後に約諾書は4枚とも返送してくださ

い。1枚でも不足しますと信用口座の開設は承ることが出来ません。） 

 

 

 

 

 

信用取引口座設定約諾書 

むさし証券株式会社 殿 

平成 ２５ 年 ７ 月 １６ 日 

            

住所（自書） 埼玉県さいたま市大宮区桜木町４－３３３－１３ＯＬＳビル 

 

 

氏名（自書）      トレジャー 太郎               

 

 

私は、信用取引制度の特徴及び仕組み等に関し、貴社から受けた説明の内容を十分把握し、私の判断と責任において信用取

引を行います。つきましては、貴社に信用取引口座を設定するに際し、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号。以下「法」

という。）その他の法令、信用取引に係る売買を執行する取引所金融商品市場を開設する金融商品取引所（以下「当該取引所」

という。）の受託契約準則、定款、業務規程、その他諸規則及び決定事項並びに慣行中、信用取引の条件に関連する条項に従

うとともに、次の各条に掲げる事項を承諾し、これを証するため、この約諾書を差し入れます。なお、本約諾書における用語

の意義は、当該取引所の諸規則において定めるところに従います。 

 

（信用取引口座による処理） 

第１条 私が今後貴社との間に行う信用取引において、借り入れる金銭、買付有価証券、借り入れる有価証券、売付代金、委

託保証金、売買の決済による損益金、金利、その他授受する金銭はすべてこの信用取引口座で処理すること。 

（委託保証金の代用有価証券の範囲） 

第２条 委託保証金の差入れを有価証券をもって代用する場合については、貴社は貴社が応じられる範囲において有価証券を

受け入れることに異議のないこと。 

（委託保証金の取扱い） 

第３条 私がこの信用取引口座を通じて貴社に差し入れた委託保証金は、法令に従い貴社の財産とは分別して保管されること。 

２ 前項の規定にかかわらず、私が委託保証金として貴社に預託した代用有価証券は、私が別に書面により同意をした場合に

は、貴社が他に担保に供し又は貸し付けることができること。 

３ 前項の場合において、貴社は、他に担保に供し又は貸し付けた有価証券に相当する額の金銭又は有価証券を、法令に従い

貴社の財産とは分別して保管すること。 

（買付有価証券及び売付代金の取扱い） 

第４条 私がこの信用取引口座を通じて買い付けた有価証券及び有価証券を売り付けた場合の代金は、貴社が任意にこれを他

に貸し付け、担保に供し、他の顧客の信用取引のため使用し又はその有価証券に基づく権利を貴社が行使することに異議の

ないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

口座番号        

 

収入印紙 

（4,000円） 
 届出印 

 

（収入印紙貼付スペースが足りない場合はこの欄に貼付して全ての収入印紙に割印をして下さい。） 

印 

都
礼
邪 

こちらに 4,000 円の収入印紙を貼

付して、収入印紙にかかるように押

印して下さい。 

スペースが足りない場合は右側に

貼付して押印してください。 

都
礼
邪 

記入見本 
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（年月日・住所・氏名をご記入と捺印をいただき、収入印紙を貼付し割印をした後に約諾書は4枚とも返送してくださ

い。1枚でも不足しますと信用口座の開設は承ることが出来ません。） 

 

 

 

 

 

信用取引口座設定約諾書 

むさし証券株式会社 殿 

平成    年    月    日 

            

住所（自書）                            

 

 

氏名（自書）                            

 

 

私は、信用取引制度の特徴及び仕組み等に関し、貴社から受けた説明の内容を十分把握し、私の判断と責任において信用取

引を行います。つきましては、貴社に信用取引口座を設定するに際し、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号。以下「法」

という。）その他の法令、信用取引に係る売買を執行する取引所金融商品市場を開設する金融商品取引所（以下「当該取引所」

という。）の受託契約準則、定款、業務規程、その他諸規則及び決定事項並びに慣行中、信用取引の条件に関連する条項に従

うとともに、次の各条に掲げる事項を承諾し、これを証するため、この約諾書を差し入れます。なお、本約諾書における用語

の意義は、当該取引所の諸規則において定めるところに従います。 

 

（信用取引口座による処理） 

第１条 私が今後貴社との間に行う信用取引において、借り入れる金銭、買付有価証券、借り入れる有価証券、売付代金、委

託保証金、売買の決済による損益金、金利、その他授受する金銭はすべてこの信用取引口座で処理すること。 

（委託保証金の代用有価証券の範囲） 

第２条 委託保証金の差入れを有価証券をもって代用する場合については、貴社は貴社が応じられる範囲において有価証券を

受け入れることに異議のないこと。 

（委託保証金の取扱い） 

第３条 私がこの信用取引口座を通じて貴社に差し入れた委託保証金は、法令に従い貴社の財産とは分別して保管されること。 

２ 前項の規定にかかわらず、私が委託保証金として貴社に預託した代用有価証券は、私が別に書面により同意をした場合に

は、貴社が他に担保に供し又は貸し付けることができること。 

３ 前項の場合において、貴社は、他に担保に供し又は貸し付けた有価証券に相当する額の金銭又は有価証券を、法令に従い

貴社の財産とは分別して保管すること。 

（買付有価証券及び売付代金の取扱い） 

第４条 私がこの信用取引口座を通じて買い付けた有価証券及び有価証券を売り付けた場合の代金は、貴社が任意にこれを他

に貸し付け、担保に供し、他の顧客の信用取引のため使用し又はその有価証券に基づく権利を貴社が行使することに異議の

ないこと。 

（弁済条件の変更） 

第５条 当該取引所が、天災地変、経済事情の激変、上場廃止その他やむを得ない理由に基づいて、信用取引に係る弁済条件

の変更を行った場合には、その措置に従うこと。 

（貸出規程による制約） 

第６条 私が制度信用取引を行っている場合において、当該取引所が指定する証券金融株式会社（以下「証金」という。）が

貸借取引貸出規程（以下「貸出規程」という。）に基づいて次の措置、制約を行ったときは、私の制度信用取引につきそれ

と同様の措置、制約を行うこと。 

口座番号        

 

収入印紙 

（4,000円） 
 届出印 

 

（収入印紙貼付スペースが足りない場合はこの欄に貼付して全ての収入印紙に割印をして下さい。） 

印 
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(1) 証金の行う貸借取引に係る特定の銘柄の貸株残高株数等が、融資残高株数等を超過し、その不足株数等の調達が不可能

又は著しく困難となった場合において、証金が貸出規程に基づいて融資の返済を申し込むことを延期させる措置 

(2) 天災地変、戦争動乱、経済事情の激変、当該取引所における売買の停止又は制限、品不足、その他やむを得ない事由に

より一部又は全部の銘柄について貸借取引の決済が不可能又は著しく困難となるおそれがあると認められる場合におい

て、証金が貸出規程に基づいて別にその方法・条件を定めて決済を行わせる措置 

(3) その他証金の貸出規程のうち、制度信用取引の条件に関連する制約 

（買付有価証券等につき剰余金の配当又は株式分割による株式を受ける権利の付与等が行われた場合の処理） 

第７条 私が制度信用取引に関し、貴社に預入した買付有価証券又は貴社から借り入れた有価証券につき、剰余金の配当又は

株式分割による株式を受ける権利の付与等が行われた場合における当該権利の処理については、当該取引所の定める方法に

より処理されること。 

（期限の利益の喪失） 

第８条 私について次の各号の事由のいずれかが生じた場合には、貴社から通知、催告等がなくても貴社に対する信用取引に

係る債務について当然期限の利益を失い、直ちに債務を弁済すること。 

(1) 支払いの停止又は破産手続開始、再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清算開始の申立てがあったとき。 

(2) 手形交換所又は電子記録債権法（平成１９年法律第１０２号）第２条第２項に規定する電子債権記録機関の取引停止処

分を受けたとき。 

(3) 私の貴社に対する信用取引に係る債権又はその他一切の債権のいずれかについて仮差押、保全差押又は差押の命令、通

知が発送されたとき。 

(4) 私の貴社に対する信用取引に係る債務について差し入れている担保の目的物について差押又は競売手続の開始があっ

たとき。 

(5) 外国の法令に基づく前各号のいずれかに相当又は類する事由に該当したとき。 

(6) 住所変更の届出を怠るなど私の責めに帰すべき事由によって、貴社に私の住所が不明となったとき。 

２ 次の各号の事由のいずれかが生じた場合には、貴社の請求によって貴社に対する信用取引に係る債務の期限の利益を失い、

直ちに債務を弁済すること。 

(1) 私の貴社に対する信用取引に係る債務又はその他一切の債務のいずれかについて一部でも履行を遅滞したとき。 

(2) 私の貴社に対する債務（信用取引に係る債務を除く。）について差し入れている担保の目的物について差押又は競売手

続の開始（外国の法令に基づくこれらのいずれかに相当又は類する事由に該当した場合を含む。）があったとき。 

(3) 私が貴社との本約諾又はその他一切の取引約定のいずれかに違反したとき。 

(4) 前３号のほか債権保全を必要とする相当の事由が生じたとき。 

（期限の利益を喪失した場合における信用取引の処理） 

第９条 私が前条第１項各号のいずれかに該当したときは、私が貴社に設定した信用取引口座を通じて処理されるすべての信

用取引につき、これを決済するために必要な売付契約又は買付契約を、私の計算において貴社が任意に締結することに異議

のないこと。 

２ 私が前条第２項第１号に掲げる債務のうち、信用取引に係る債務について一部でも履行を遅滞したときは、当該取引所の

規則により、当該遅滞に係る信用取引を決済するために必要な売付契約又は買付契約を、私の計算において貴社が任意に締

結することに異議のないこと。 

３ 私が前条第２項各号のいずれかに該当したときは、貴社の請求により、貴社の指定する日時までに、私が貴社に設定した

信用取引口座を通じて処理されるすべての信用取引を決済するために必要な売付け又は買付けを、貴社に委託して行うこと

（前項の規定により貴社が売付契約又は買付契約を締結する場合を除く。）。 

４ 前項の日時までに、私が売付け又は買付けの委託を行わないときは、貴社が任意に、私の計算においてそれを決済するた

めに必要な売付契約又は買付契約を締結することに異議のないこと。 

５ 前各項の売付け又は買付けを行った結果、損失が生じた場合には、貴社に対して、その額に相当する金銭を直ちに支払う

こと。 

（委託保証金等の処分） 

第１０条 私が信用取引に関し、貴社に対し負担する債務を所定の時限までに履行しないときは、通知、催告を行わず、かつ

法律上の手続きによらないで、次の各号に掲げるものを、私の計算において、その方法、時期、場所、価格等は貴社の任意

で処分し、その取得金から諸費用を差し引いた残額を法定の順序にかかわらず債務の弁済に充当されても異議なく、また当
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該弁済充当を行った結果、残債務がある場合は直ちに弁済を行うこと。 

(1) 私が委託保証金として差し入れた代用有価証券 

(2) その他証券取引に関し、貴社が占有し、又は社債、株式等の振替に関する法律（平成１３年法律第７５号）に基づく口

座に記録している私の有価証券及びその他の動産 

（差引計算） 

第１１条 期限の到来、期限の利益の喪失その他の事由によって、貴社に対する債務を履行しなければならない場合には、そ

の債務と私の貴社に対する信用取引に係る債権その他一切の債権とを、その債権の期限のいかんにかかわらず、いつでも貴

社は相殺することができること。 

２ 前項の相殺ができる場合には、貴社は事前の通知及び所定の手続きを省略し、私に代わり諸預け金の払戻しを受け、債務

の弁済に充当することもできること。 

３ 前２項によって差引計算する場合、債権債務の利息、損害金等の計算については、その期間を計算実行の日までとし、債

権債務の利率については貴社の定める利率によるものとし、信用取引に係る貴社に対する債務の遅延損害金の率については

当該取引所の定めるものとし、貴社に対するその他の債務の遅延損害金の率については、貴社の定める率によるものとする。 

（弁済等充当の順序） 

第１２条 債務の弁済又は前条の差引計算を行う場合、私の債務の全額を消滅させるのに足りないときは、貴社が適当と認め

る順序方法により充当することができること。 

（遅延損害金の支払い） 

第１３条 私が信用取引に関し、貴社に対する債務の履行を怠ったときは、貴社の請求により、貴社に対し履行期日の翌日よ

り履行の日まで、当該取引所の定める率による遅延損害金を支払うことに異議のないこと。 

（通知金融商品取引業者等に該当した場合の措置） 

第１４条 次の各号の事由のいずれかが生じた場合には、貴社又は貴社が加入する投資者保護基金（以下「基金」という。）

から特段の通知がない限り、私が貴社に設定した信用取引口座を通じて処理されるすべての信用取引（以下「当該信用取引」

という。）に係る私の債務につき、当然期限の利益が失われ、かつ、決済のための売付け及び買付けを行うことができなく

なること。 

(1) 貴社が法に定める通知金融商品取引業者に該当し、基金が貴社の顧客分別金信託の受益権を行使したとき。 

(2) 貴社が法に定める認定金融商品取引業者に該当し、基金がその公告を行ったとき。 

２ 前項の場合においては、私と貴社との間における私の当該信用取引に係るすべての債権（委託保証金返還請求権を除く。）

及び債務については、第１号に定める額と第２号に定める額との差額に相当する金銭の授受により処理されること。この場

合において、私が当該差額に相当する金銭を支払うべきときは、当該差額は、私が貴社に差し入れた委託保証金により担保

されること。 

(1) 当該信用取引による売付代金に係る債権の額及び当該信用取引による買付有価証券に相当する価額として当該取引所

が定めた価額並びにその他の当該信用取引に関する一切の債権（当該信用取引に係る買付有価証券の引渡請求権及び委託

保証金返還請求権を除く。）の額の合計額 

(2) 当該信用取引による買付代金に係る債務の額及び当該信用取引による売付有価証券に相当する価額として当該取引所

が定めた価額並びにその他の当該信用取引に関する一切の債務（当該信用取引に係る売付有価証券の引渡債務を除く。）

の額の合計額 

（認定等に伴う措置に係る請求） 

第１５条 貴社が通知金融商品取引業者又は認定金融商品取引業者に該当した場合において、前条に定める取扱いその他当該

取引所の定める規則に基づき行われる取扱いにより、私が損害を被ったときであっても、当該取引所に対してその損害の賠

償を請求しないこと。 

（債権譲渡等の禁止） 

第１６条 私が貴社に対して有する債権は、これを他に譲渡又は質入れしないこと。 

（委託保証金の利息その他の対価） 

第１７条 私が信用取引に関し、貴社に委託保証金として差し入れる金銭又は代用有価証券には、利息その他の対価をつけな

いこと。 

（報告） 

第１８条 第８条第１項各号及び同条第２項各号のいずれかの事由が生じた場合には、貴社に対し直ちに書面をもってその旨



むさし証券 信用取引口座設定約諾書 個人情報利用目的同意書 5 / 5 

 

を報告すること。 

（届出事項の変更届出） 

第１９条 貴社に届け出た氏名若しくは名称、印章若しくは署名鑑又は住所若しくは事務所の所在地その他の事項に変更があ

ったときは、貴社に対し直ちに書面をもってその旨の届出をすること。 

（報告書等の作成及び提出） 

第２０条 私は、貴社が日本国の法令等に基づき要求される場合には、私に係る信用取引の内容その他を、日本国の政府機関

等宛に報告することに異議のないこと。この場合、私は、貴社の指示に応じて、かかる報告書その他の書類の作成に協力す

ること。 

２ 前項の規定に基づき行われたかかる報告書その他の書類の作成及び提出に関して発生した一切の損害については、貴社は

免責されること。 

（免責事項） 

第２１条 天災地変等の不可抗力その他正当な事由により、私の請求に係る委託保証金等の返還が遅延した場合に生じた損害

については、貴社がその責めを負わないこと。 

２ 前項の事由による委託保証金等の紛失、滅失、き損等の損害についても貴社はその責めを負わないこと。 

３ 貴社が、諸届その他の書類に使用された印影又は署名を届出の印鑑又は署名鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないも

のと認めて取り扱ったうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故があっても、そのために生じた損害については

貴社がその責めを負わないこと。 

（通知の効力） 

第２２条 私が貴社に届け出た住所又は事務所にあて、貴社によりなされた信用取引に関する諸通知が、転居、不在その他私

の責めに帰すべき事由により延着し、又は到着しなかった場合においては、通常到達すべき時に到達したものとすること。 

（適用法） 

第２３条 本約諾は、日本国の法律により支配され、解釈されるものとすること。 

（合意管轄） 

第２４条 私と貴社との間の信用取引に関する訴訟については、貴社本店の所在地を管轄する裁判所のうちから貴社が管轄裁

判所を指定することができること。 

（電磁的方法による書面の授受） 

第２５条 貴社は、その用いる電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て金融商品取引業等に関する内閣府令第５７条の３に定める方法と同様の方法をいう。以下同じ。）の種類及び内容を提示

し、私の書面又は電磁的方法による承諾を得た場合には、第３条第２項、第１８条及び第１９条に規定する書面（印章又は

署名鑑の変更に係るものを除く。）の受入れに代えて、電磁的方法により、当該書面によるべき同意を得ること又は報告若

しくは届出を受けることができること。この場合において、貴社は私から当該書面によるべき同意を得たもの又は報告若し

くは届出を受けたものとみなされること。 

２ 私が、前項の規定による承諾をした後に、書面又は電磁的方法により、電磁的方法による同意、報告又は届出を行わない

旨の申出をした場合（私が再び前項の規定による承諾をした場合を除く。）は、貴社は、前項の規定に基づき電磁的方法に

より受けることができることとした書面によるべき同意を得ない又は報告若しくは届出を受けないこと。 

（有価証券） 

第２６条 この約諾書において、有価証券とは、法第２条第１項に規定する有価証券及び同条第２項の規定により当該有価証

券とみなされる権利をいうこと。 

 

付則 

この約諾書は、平成25年7月16日より施行する。 

個人情報利用目的同意書 

 

この約諾書に記入する住所・氏名・捺印の個人情報は信用取引口座設定のための約諾に関する事項と、貴社の信用

取引等の取引に限定して使用するものであることを、約諾内容と合わせて確認・同意します。 

 

2013/07/16 



信用取引確認書 兼 包括再担保契約に基づく担保同意書 

 

むさし証券株式会社 殿 

 

私は、下記の【信用取引確認書】及び【包括再担保契約に基づく担保同意書】の内容を理解し確認しましたので、貴社に本

書「信用取引確認書 兼 包括再担保契約に基づく担保同意書」を差入れいたします。 

 

【信用取引の確認書】 

私は、信用取引を行うに際し貴社のホームページに掲載されている「信用取引に関する説明書」を閲覧し、当該取引の内

容およびリスク等について熟読し、内容を確認し理解しました。今後、これらリスク等に関する貴社の確認は不要です。 

＜株式に関するリスク＞ 

 株価の変動により、投資元本を割込むことがあります。（価格変動リスク） 

 発行者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価等により、投資元本を割込むことがあります。（信用

リスク） 

＜信用取引に関する主な事項＞ 

 当社は「制度信用取引」および「一般信用取引」を取扱っております。 

 制度信用取引の返済期限は６ヵ月です。（６ヵ月を超えて継続することはできません。） 

 一般信用取引の返済期限は原則無期限ですが、建玉に権利等の発生が予定される場合には、ご返済期限を繰り上げ

ることがあります。 

＜お知らせ＞ 

 信用取引制度については、金融商品取引法、関連府令および金融商品取引所、日本証券業協会の規定等を適用し、

改正が行われた場合はそれを適用いたします。 

注１：確認書提出後、説明を希望される場合は、お電話（0120-972-408・平日 8:30～17:30）でお問い合わせをお願いいたします。 

注２：信用取引口座設定約諾書の写しは、後日郵送いたします。 

注３：当社独自のルールがありますので、トレジャーネットホームページにてご確認ください。 

 

【包括再担保契約に基づく再担保同意書】 

私は、貴社に預入れしてある信用取引保証金代用有価証券について、下記により貴社が証券金融会社又は金融商品取引業

者に関する内閣府令第 140条第 1項に規定する母店証券会社等に混同担保として提供することに同意します。 

記 

1.貴社が混同担保として提供できる有価証券は、私が貴社に預託する全ての信用取引保証金代用有価証券であること。 

2.貴社は、1．で指定した有価証券について預託を受けた後、担保に提供するまでの間に、私に対し包括担保契約により

包括的な同意を得ている旨を確認すること。 

3.上記 2．で確認をした有価証券を同契約に基づき担保として提供しようとする時は、当該担保として提供しようとする

有価証券の種類、銘柄及び株数もしくは券面の総額に関する事項を記載した「信用取引保証金代用有価証券再担保同意

明細書」を取引残高報告書と併せて、私に送付または電子交付すること。 

4.貴社は、私の申し出により、同契約の解約に応じること。 

以上 

 

口座番号 
         

平成    年    月    日 

ご住所 

〒    － 

 

 

電話番号 （       ）－（       ）－（          ） 

お届印 

お名前 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

（自書） 

 

〈当社使用欄〉  受理日 責任者印 印鑑照合 

    

2013/06/24 

 



信用取引確認書 兼 包括再担保契約に基づく担保同意書 

 

むさし証券株式会社 殿 

 

私は、下記の【信用取引確認書】及び【包括再担保契約に基づく担保同意書】の内容を理解し確認しましたので、貴社に本

書「信用取引確認書 兼 包括再担保契約に基づく担保同意書」を差入れいたします。 

 

�【信用取引の確認書】 

【信用取引の確認書】 

私は、信用取引を行うに際し貴社のホームページに掲載されている「信用取引に関する説明書」を閲覧し、当該取引の内

容およびリスク等について熟読し、内容を確認し理解しました。今後、これらリスク等に関する貴社の確認は不要です。 

＜株式に関するリスク＞ 

 株価の変動により、投資元本を割込むことがあります。（価格変動リスク） 

 発行者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価等により、投資元本を割込むことがあります。（信用

リスク） 

＜信用取引に関する主な事項＞ 

 当社は「制度信用取引」および「一般信用取引」を取扱っております。 

 制度信用取引の返済期限は６ヵ月です。（６ヵ月を超えて継続することはできません。） 

 一般信用取引の返済期限は原則無期限ですが、建玉に権利等の発生が予定される場合には、ご返済期限を繰り上げ

ることがあります。 

＜お知らせ＞ 

 信用取引制度については、金融商品取引法、関連府令および金融商品取引所、日本証券業協会の規定等を適用し、

改正が行われた場合はそれを適用いたします。 

注１：確認書提出後、説明を希望される場合は、お電話（0120-972-408・平日 8:30～17:30）でお問い合わせをお願いいたします。 

注２：信用取引口座設定約諾書の写しは、後日郵送いたします。 

注３：当社独自のルールがありますので、トレジャーネットホームページにてご確認ください。 

 

【包括再担保契約に基づく再担保同意書】 

私は、貴社に預入れしてある信用取引保証金代用有価証券について、下記により貴社が証券金融会社又は金融商品取引業

者に関する内閣府令第 140条第 1項に規定する母店証券会社等に混同担保として提供することに同意します。 

記 

1.貴社が混同担保として提供できる有価証券は、私が貴社に預託する全ての信用取引保証金代用有価証券であること。 

2.貴社は、1．で指定した有価証券について預託を受けた後、担保に提供するまでの間に、私に対し包括担保契約により

包括的な同意を得ている旨を確認すること。 

3.上記 2．で確認をした有価証券を同契約に基づき担保として提供しようとする時は、当該担保として提供しようとする

有価証券の種類、銘柄及び株数もしくは券面の総額に関する事項を記載した「信用取引保証金代用有価証券再担保同意

明細書」を取引残高報告書と併せて、私に送付または電子交付すること。 

4.貴社は、私の申し出により、同契約の解約に応じること。 

以上 

 

口座番号 0 9 9 9 9 9 9 9 
 

平成 ２３  年 ３ 月 ２３ 日 

ご住所 

〒 １０３ － ００２２ 

３３０ － ０８５４ 

埼玉県さいたま市大宮区桜木町４－３３３－１３ＯＬＳビル 

電話番号 （  ０４８  ）－（  １２３  ）－（  ４５６７  ） 

お届印 

お名前 

ﾌﾘｶﾞﾅ    トレジャー     タロウ 

  

 

〈当社使用欄〉  受理日 責任者印 印鑑照合 

    

2013/06/24 

 

記入見本 

都
礼
邪 

（自書） トレジャー 太郎 



（現物のお取引で既に特定口座を開設されているお客様が必要となる書類です） 

平成     年     月     日 

 

 

特定口座異動届出書（信用取引） 
 

 

むさし証券株式会社 御中 

口座番号          生年月日 M・T・S・H    年   月   日 

ご住所 

〒    － 

 

 

電話番号 （      ）－（       ）－（         ） 

携帯番号 （      ）－（       ）－（         ） 

お届印 

お名前 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

（自書） 

 

租税特別措置法第 37 条の 11 の 3 第 1 項又は第 2 項の規定の適用を受ける特定口座に係る貴社への届出事項を

下記のとおり変更したいので、租税特別措置法施行令第 25 条の 10 の 4 第 1 項及び第 2 項の規定により、この旨届

出ます。 

 

 

特定口座を開設する営業所 

所在地 埼玉県さいたま市大宮区桜木町４－３３３－１３ 

部店名 インターネット事業部 部店コード ６５０ 

特定口座に係る勘定の設定 ■ 特定信用取引勘定の設定 

 

 

 

 

 

 

社内使用欄 

受理日 責任者印 確認者印 

   

2013/04/30 

 

 

 

※鮮明に捺印して下さい

 



（現物のお取引で既に特定口座を開設されているお客様が必要となる書類です） 

平成 ２２  年 ３  月 ２３ 日 

 

 

特定口座異動届出書（信用取引） 
 

 

むさし証券株式会社 御中 

口座番号 ０ ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９  生年月日  

ご住所 

〒 ３３０ － ０８５４ 

埼玉県さいたま市大宮区桜木町４－３３３－１３ＯＬＳビル 
電話番号 （  ０４８  ）－（  １２３  ）－（  ４５６７  ） 
携帯番号 （  ０９０  ）－（  ９９９９ ）－（  ９９９９  ） 

お届印 

お名前 
ﾌﾘｶﾞﾅ  トレジャー     ハナコ 

トレジャー   花子 

 

租税特別措置法第 37 条の 11 の 3 第 1 項又は第 2 項の規定の適用を受ける特定口座に係る貴社への届出事項を

下記のとおり変更したいので、租税特別措置法施行令第 25 条の 10 の 4 第 1 項及び第 2 項の規定により、この旨届

出ます。 

 

 

特定口座を開設する営業所 

所在地 埼玉県さいたま市大宮区桜木町４－３３３－１３ 

部店名 インターネット事業部 部店コード ６５０ 

特定口座に係る勘定の設定 ■ 特定信用取引勘定の設定 

 

 

 

 

 

 

社内使用欄 

受理日 責任者印 確認者印 

   

2013/04/30 

 

 

 

記入見本 

 

①この「特定口座異動届出書（信用取引）」は現物取引で既に特定口座を開

設されているお客様が、信用取引でも特定口座を開設する場合に必要に

なる書類です。源泉徴収の有無は現物取引と同じになります。 

  

②現物取引で特定口座を開設されていないお客様が、現物取引や信用取引

で特定口座を開設したい場合は、この書類ではなく「特定口座開設届出

書」に必要事項を記入してご返送して下さい。 

 

③お客様の特定口座開設状況は、ログイン後の「お取引メニュー」→「口

座管理」→「口座開設状況照会」画面の 「▼ 特定口座」欄で確認して

下さい。 

M・T・S・H ２４ 年７月１５日 

都
礼
邪 

※鮮明に捺印して下さい

 

都
礼
邪 

（自書） 



（新たに特定口座を開設する場合に、ご提出ください。） 

平成     年     月     日 

 

特定口座開設届出書 
 

むさし証券株式会社 御中 

口座番号          生年月日 M・T・S・H    年   月   日 

ご住所 

〒    － 

 

 

電話番号 （      ）－（       ）－（         ） 

携帯番号 （      ）－（       ）－（         ） 

お届印 

お名前 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

（自書） 

 

租税特別措置法第 37 条の 11 の 3 第 1 項又は第 2 項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行令第 25

条の 10 の 2 第 5 項の規定により、この旨届出ます。 

 

特定口座を開設する営業所 
所在地 埼玉県さいたま市大宮区桜木町４－３３３－１３ 

部店名 インターネット事業部 部店コード ６５０ 

特定口座に開設する勘定 
□ 特定保管勘定（現物口座） 

□ 特定信用取引勘定（信用口座） 
源泉徴収 

□ 選択する 

□ 選択しない 

 

必ず下記の本人確認書類のいずれか一つを添付してください。 

日本国籍の方 日本国籍以外の方 

コピー （有効期限内） 原本/コピー（発行６ヶ月以内） コピー （有効期限内） 原本/コピー （発行６ヶ月以内） 

□ 運転免許証 

□ 各種健康保険証 

□ 住民基本台帳カード 

□ 住民票の写し 

□ 住民票の記載事項証明書 

□ 印鑑証明書 

□ 外国人登録証明書 

□ 在留カード 

□ 特別永住者証明書 

□ 外国人登録原票の写し 

□ 外国人登録原票の記載事項証明書 

□ 住民票の写し 

□ 各種年金手帳 

□ パスポート （日本国発行） 

□ 医療受給者証 

□ 医療手帳 

□ 各種福祉手帳 

※ コピーをする場合は、住所・氏名・生年月日及び、有効期限又は発行日の記載され

ている面を全てご用意下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013/04/30 

 

社内使用欄 

受理日 責任者印 確認者印 

   

※鮮明に捺印して下さい

 



（新たに特定口座を開設する場合に、ご提出ください。） 

平成 ２２  年 ３  月 ２３ 日 

 

特定口座開設届出書 
 

むさし証券株式会社 御中 

口座番号 ０ ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９ 
※全てご記入下さい（口座番号が分からない場合は記入されなくとも結構

です。） 

ご住所 

〒 ３３０ － ０８５４ 

埼玉県さいたま市大宮区桜木町４－３３３－１３ＯＬＳビル 

電話番号 （  ０４８  ）－（  １２３  ）－（  ４５６７  ） 

携帯番号 （  ０９０  ）－（  ９９９９ ）－（  ９９９９  ） 

お届印 

 

お名前 

ﾌﾘｶﾞﾅ   トレジャー  ハナコ 生年月日 １９５８年  ５ 月  ５ 日 

     トレジャー   花子 

  

租税特別措置法第 37 条の 11 の 3 第 1 項又は第 2 項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行令第 25

条の 10 の 2 第 5 項の規定により、この旨届出ます。 

 

特定口座を開設する営業所 
所在地 埼玉県さいたま市大宮区桜木町４－３３３－１３ 

部店名 インターネット事業部 部店コード ６５０ 

特定口座に開設する勘定 
□ 特定保管勘定（現物口座） 

□ 特定信用取引勘定（信用口座） 
源泉徴収 

□ 選択する 

□ 選択しない 

 

必ず下記の本人確認書類のいずれか一つを添付してください。 

日本国籍の方 日本国籍以外の方 

コピー （有効期限内） 原本/コピー（発行６ヶ月以内） コピー （有効期限内） 原本/コピー （発行６ヶ月以内） 

□ 運転免許証 

□ 各種健康保険証 

□ 住民基本台帳カード 

□ 住民票の写し 

□ 住民票の記載事項証明書 

□ 印鑑証明書 

□ 外国人登録証明書 

□ 在留カード 

□ 特別永住者証明書 

□ 外国人登録原票の写し 

□ 外国人登録原票の記載事項証明書 

□ 住民票の写し 

□ 各種年金手帳 

□ パスポート （日本国発行） 

□ 医療受給者証 

□ 医療手帳 

□ 各種福祉手帳 

※ コピーをする場合は、住所・氏名・生年月日及び、有効期限又は発行日の記載され

ている面を全てご用意下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013/04/30 

 

社内使用欄 

受理日 責任者印 確認者印 

   

記入見本 

 

①この「特定口座開設届出書」は、現物取引及び信用取引で新たに特定口座を開設したい場合に必要

な書類です。 

  

②既に、現物取引で特定口座を開設されているお客様が、信用取引でも特定口座を開設したい場合は、

この書類ではなく「特定口座異動届出書（信用取引）」に必要事項を記入してご返送して下さい。 

 

③お客様の特定口座開設状況は、ログイン後の「お取引メニュー」→「口座管理」→「口座開設状況

照会」画面の 「▼ 特定口座」欄で確認して下さい。 

特定保管勘定………現物取引の特定口座 

特定信用取引勘定…信用取引の特定口座 

 

お客様が特定口座を開設する取引（特定信用取引勘定

か特定保管勘定）の（□）に（✔）を記入して下さい。 

特定口座の源泉徴収を選択し

ないか選択するか決めて（□）

に（✔）を記入して下さい。 

※鮮明に捺印して下さ

 

都
礼
邪 

（自書） 



料
金
受
取
人
払
郵
便

さい
たま
新
都
心
局

承
　
認

差
出
有
効
期
間

２
０
２
０
年
６
月

３
０
日
ま
で

4539

切
手
を
貼
ら
ず
に

お
出
し
く
だ
さ
い

（
）

（受取人）
埼玉県さいたま市大宮区桜木町 4-333-13 OLS ビル

むさし証券株式会社
トレジャーネットカスタマーサービスセンター行

3
3

0
9
8
9
0

2
0
0

定
型
郵
便
物

【ご注意】
・当社はお客さまに封筒の印刷を委託いたします。
・印刷する際はサイズ変更（拡大・縮小）をしないでください。また、白色の用紙を使用してください。
・点線の切り取り線に併せて裁断してください。
・定形の封筒をご使用ください。
・封筒の裏面に必ず住所・氏名をご記入ください。
・糊付する際に剥がれない様にしっかり貼ってご利用ください。
・変更手続きに関する書類の送付の際に限定してご利用ください。
また、第三者への譲渡等を禁止します。
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